
東北電力株式会社女川原子力発電所の発電用原子炉設置

変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）の核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定す

る許可の基準への適合について 
 

原規規発第 2310042号 

令和５年１０月４日 

原子力規制委員会 

 

令和４年１月６日付け東北電原技第４号（令和５年５月３１日付け東北電原技第２

号及び令和５年７月１２日付け東北電原技第５号をもって一部補正）をもって、東北

電力株式会社 取締役社長 社長執行役員 樋󠄀口 康二郎から、核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）

第４３条の３の８第１項の規定に基づき提出された女川原子力発電所の発電用原子炉

設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）に対する法第４３条の３の８第

２項において準用する法第４３条の３の６第１項各号に規定する許可の基準への適合

については以下のとおりである。 

 

１．法第４３条の３の６第１項第１号 

本件申請については、 

・発電用原子炉の使用の目的（商業発電用）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関

する法律（平成１７年法律第４８号。以下「再処理等拠出金法」という。）に基

づく拠出金の納付先である使用済燃料再処理機構から受託した、法に基づく指

定を受けた国内再処理事業者において再処理を行うことを原則とし、再処理さ

れるまでの間、適切に貯蔵・管理するという方針に変更はないこと 

・海外において再処理が行われる場合は、再処理等拠出金法の下で我が国が原子

力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理事業者にお

いて実施する、海外再処理によって得られるプルトニウムは国内に持ち帰る、ま

た、再処理によって得られるプルトニウムを海外に移転しようとするときは、政

府の承認を受けるという方針に変更はないこと 

・上記以外の取扱いを必要とする使用済燃料が生じた場合には、平成１２年３月

３０日付けで許可を受けた記載を適用するという方針に変更はないこと 

から、発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められる。 

 

２．法第４３条の３の６第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

申請者は、本件申請に係る特定重大事故等対処施設の設置工事及び耐圧強化ベン

ト系の撤去工事に要する資金については、自己資金、社債及び借入金により調達す

る計画としている。 



申請者における工事に要する資金の額、総工事資金の調達実績、その調達に係る

自己資金及び外部資金の状況、調達計画等から、工事に要する資金の調達は可能と

判断した。このことから、申請者には本件申請に係る発電用原子炉施設を設置変更

するために必要な経理的基礎があると認められる。 

 

３．法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

添付１及び添付２※1のとおり、申請者には、本件申請に係る発電用原子炉施設を設

置変更するために必要な技術的能力があると認められる。 

 

４．法第４３条の３の６第１項第３号 

添付１及び添付２※1 のとおり、申請者には、重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に

遂行するに足りる技術的能力があると認められる。 

 

５．法第４３条の３の６第１項第４号 

添付１及び添付２※1 のとおり、本件申請に係る発電用原子炉施設の位置、構造及

び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉に

よる災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合

するものであると認められる。 

 

６．法第４３条の３の６第１項第５号 

本件申請については、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第４３条の３の５第２項第

１１号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであると認めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 本申請の変更内容である特定重大事故等対処施設の設置及び耐圧強化ベント系の廃止のうち、前者

に係る審査結果を添付１に、後者に係る審査結果を添付２に取りまとめた。 
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Ⅰ はじめに 

１．本審査書の位置付け 

本審査書は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和

32 年法律第 166号。以下「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の８第１項

の規定に基づいて、東北電力株式会社（以下「申請者」という。）が原子力規制委

員会（以下「規制委員会」という。）に提出した「女川原子力発電所発電用原子炉

設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）」（令和 4 年 1 月 6 日申請、

令和 5 年 5 月 31 日及び令和 5 年 7 月 12 日一部補正）（以下「本申請」という。）

のうち、耐圧強化ベント系の廃止に係る事項の内容が、同条第２項の規定により

準用する以下の規定に適合しているかどうかを審査した結果を取りまとめたも

のである。 

（１）原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号の規定（発電用原子炉を設

置するために必要な技術的能力及び経理的基礎があること。）のうち、技術

的能力に係る規定 

（２）同項第３号の規定（重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施す

るために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に遂行する

に足りる技術的能力があること。） 

（３）同項第４号の規定（発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質

若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の

防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合す

るものであること。） 

 

なお、本申請のうち、特定重大事故等対処施設の設置に係る事項に関する審査

結果（原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係るもの）、

同項第３号及び同項第４号）は別途取りまとめる。 

さらに、本申請の内容が、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第１号の規

定（発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。）、同項第２

号の規定のうち経理的基礎に係るもの及び同項第５号の規定（同法第４３条の３

の５第２項第１１号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するも

のであること。）に適合しているかどうかについての審査結果も、別途取りまと

める。 
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２．判断基準及び審査方針 

本審査では、以下の基準等に適合しているかどうかを確認した。 

（１）原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号の規定のうち、技術的能力

に係るものに関する審査においては、原子力事業者の技術的能力に関する審

査指針（平成 16年 5月 27日原子力安全委員会決定。以下「技術的能力指針」

という。） 

（２）同項第３号の規定に関する審査においては、技術的能力指針及び実用発電

用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（原規技発第

1306197号（平成 25年 6月 19日原子力規制委員会決定）。以下「重大事故等

防止技術的能力基準」という。） 

（３）同項第４号の規定に関する審査においては、実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25年 6月 28日原子

力規制委員会規則第 5 号。以下「設置許可基準規則」という。）及び実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解

釈（原規技発第 1306193 号（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定）。

以下「設置許可基準規則解釈」という。） 

 

また、本審査においては、規制委員会が定めた以下のガイドを参照するととも

に、その他法令で定める基準、学協会規格等も参照した。 

（１）実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有

効性評価に関する審査ガイド（原規技発第 13061915 号（平成 25 年 6 月 19

日原子力規制委員会決定）） 

 

３．本審査書の構成 

「Ⅱ 変更の内容」には、本申請のうち耐圧強化ベント系の廃止について示し

た。 

「Ⅲ 発電用原子炉の設置及び運転のための技術的能力」には、技術的能力指

針への適合性に関する審査内容を示した。 

「Ⅳ 重大事故等対処施設及び重大事故等対処に係る技術的能力」には、設置

許可基準規則のうち重大事故等対処施設に適用される規定及び重大事故等防止

技術的能力基準への適合性に関する審査内容を示した。 

「Ⅴ 審査結果」には、規制委員会としての結論を示した。 

 

なお、本審査書においては、法令の規定等や申請書の内容について、必要に応

じ、文章の要約や言い換え等を行っている。 
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本審査書で用いる条番号は、断りのない限り設置許可基準規則のものである。 

 

 

Ⅱ 変更の内容 

申請者は、本申請において、特定重大事故等対処施設の設置をもって耐圧強化ベ

ント系を廃止するとしている。 

 

 

Ⅲ 発電用原子炉の設置及び運転のための技術的能力 

原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。）

は、発電用原子炉設置者に発電用原子炉を設置するために必要な技術的能力がある

ことを、同項第３号は、発電用原子炉設置者に重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確

に遂行するに足りる技術的能力があることを要求している。 

 

規制委員会は、上記要求のうち、発電用原子炉を設置するために必要な技術的能

力及び発電用原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力について、「東北

電力株式会社女川原子力発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原

子炉施設の変更のうち、特定重大事故等対処施設の設置）に関する審査書（核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の６第１項第２号

（技術的能力に係るもの）、第３号及び第４号関連）」において示したとおり、技術

的能力指針に適合するものと判断した。 

なお、重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力についての審査結果は、「Ⅳ 重大事故等対処施設及び重大事故等対処に係

る技術的能力」で記載する。 

 

 

Ⅳ 重大事故等対処施設及び重大事故等対処に係る技術的能力 

本章においては、本申請のうち耐圧強化ベント系の廃止について、重大事故等対

処施設（特定重大事故等対処施設を除く。以下この章において同じ。）及び重大事

故等対処に係る技術的能力に関して審査した結果を示した。なお、設計基準対象施

設に関しては、令和 4年 6月 1日付け原規規発第 2206019号をもって許可した「女

川原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）」

（令和 3年 12月 16日申請、令和 4年 4月 8日一部補正。以下「既許可申請」とい

う。）から変更はないことを確認した。 
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申請者は、重大事故等対処施設に位置付けていた耐圧強化ベント系及び耐圧強化

ベント系放射線モニタを廃止するとしている。 

このため、規制委員会は、関連する以下の項目について審査を行った。 

Ⅳ－１ 重大事故等の拡大の防止等（第３７条関係） 

Ⅳ－２ 重大事故等対処施設に対する共通の要求事項（第４３条関係） 

Ⅳ－３ 重大事故等対処設備及び手順等（第４８条及び第５８条並びに重大事

故等防止技術的能力基準１．５項関係及び１．１５項関係） 

 

なお、上記の項目以外に、発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止（第７

条関係）、安全避難通路等（第１１条関係）、重大事故等対処施設の地盤（第３８条

関係）、地震による損傷の防止（第３９条関係）、津波による損傷の防止（第４０条

関係）、火災による損傷の防止（第４１条関係）及び重大事故等に対処するための

手順等に対する共通の要求事項（重大事故等防止技術的能力基準１．０項関係）に

ついて、既許可申請から変更がないことを確認した 

 

規制委員会は、本申請のうち耐圧強化ベント系の廃止に係る内容を確認した結果、

設置許可基準規則及び重大事故等防止技術的能力基準に適合するものと判断した。 

 

上記についての基準適合性の判断は以下のとおり。 

 

 

Ⅳ－１ 重大事故等の拡大の防止等（第３７条関係） 

第３７条第１項及び第２項は、発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれが

ある事故が発生した場合において、炉心の著しい損傷を防止するために必要な措

置を講じること、重大事故が発生した場合においては、原子炉格納容器の破損及

び発電所外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するために必要な措置を講

じることを要求している。 

また、第３７条第３項及び第４項は、使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済

燃料の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じること、運転停止中におけ

る発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じるこ

とを要求している。 

申請者は、本申請において、耐圧強化ベント系を廃止するとしている。 

 

規制委員会は、既許可申請において、耐圧強化ベント系は最終ヒートシンクへ

熱を輸送するために使用する原子炉格納容器フィルタベント系が機能喪失した場

合の代替手段として位置付けられていたが、その耐圧強化ベント系を廃止して
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も、原子炉格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器からの除熱を実施で

きることから、炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策（炉心の著しい損傷

が発生する前に生ずるものに限る。）の有効性評価の成立性は変わらないことを確

認した。 

また、格納容器破損防止対策、使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策及

び運転停止中の原子炉の燃料損傷防止対策については、既許可申請の内容から変

更がないことを確認した。 

 

規制委員会は、以上の内容を確認した結果、設置許可基準規則に適合するもの

と判断した。 

なお、重大事故等対処設備及びその手順等の整備の方針は、Ⅳ－２及びⅣ－３

に示している。 

 

 

Ⅳ－２ 重大事故等対処施設（第４３条関係） 

第４３条第１項は、重大事故等対処設備全般に対して、共通事項として、想定

される重大事故等が発生した場合における環境条件において、重大事故等に対処

するために必要な機能を有効に発揮するものであること等を要求している。 

また、第４３条第２項は、常設重大事故等対処設備全般に対して、共通事項と

して、想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること等を要

求している。 

申請者は、本申請において、耐圧強化ベント系及び耐圧強化ベント系放射線モ

ニタを廃止するとしている。 

 

規制委員会は、変更後の設備においても重大事故等対処設備の共通の設計方針等

に変更がないことを確認したことから、設置許可基準規則に適合するものと判断し

た。 

 

 

Ⅳ－３ 重大事故等対処設備及び手順等 

第４４条から第６２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１項から１．１９

項は、原子炉設置者に対し、重大事故等に対処するために必要な設備及び手順等を

整備することを要求している。このうち、手順等については、保安規定等において

規定する方針であることを要求している。 

申請者は、耐圧強化ベント系を廃止することから、既許可申請で示した設備及び

手順から、耐圧強化ベント系に係る設備及び手順を廃止するとしている。 
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このため、規制委員会は、申請者の計画のうち、今回の変更に係る以下の設備及

び手順等について、上記の要求事項に対応し、適切に整備する方針であるか、有効

性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適

切に整備する方針であるかを審査した。 

・最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備及び手順等（第４８条及び重大事

故等防止技術的能力基準１．５関係（以下「第４８条等」という。）） 

・計装設備及びその手順等（第５８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１

５項関係（以下「第５８条等」という。）） 

 

１．規制要求に対する設備及び手順等 

（１）第４８条等及び第５８条等の規制要求に対する設備及び手順等 

① 対策と設備 

申請者は、第４８条等及び第５８条等に基づく要求事項に対応するため

に、既許可申請において整備するとした対策とそのための重大事故等対処

設備のうち、耐圧強化ベント系及び耐圧強化ベント系放射線モニタを廃止

するとしている。 

 

② 重大事故等対処設備の設計方針 

申請者は、耐圧強化ベント系は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の設備である格納容器圧力逃がし装置が機能を喪失した場合の代替手段

と位置付けている。 

 

規制委員会は、炉心が損傷していない場合に最終ヒートシンクへ熱を

輸送するための設備である耐圧強化ベント系は、原子炉格納容器フィル

タベント系が機能を喪失した場合の代替手段と位置付けられており、第

４８条等の要求事項は、原子炉格納容器フィルタベント系により満足さ

れていることから、耐圧強化ベント系及び耐圧強化ベント系放射線モニ

タを廃止しても、第４８条等の適合性には影響しないことを確認した。 

また、規制委員会は、耐圧強化ベント系放射線モニタは耐圧強化ベン

ト系からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の変化によって検出

するための設備であり、耐圧強化ベント系の廃止に伴い耐圧強化ベント

系放射線モニタは不要となることから、耐圧強化ベント系放射線モニタ

を廃止しても第５８条等の適合性には影響しないことを確認した。 

 

以上の確認から、規制委員会は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するた

めの設備及び計装設備について、耐圧強化ベント系及び耐圧強化ベント
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系放射線モニタを廃止しても第４８条等及び第５８条等に適合する措置

等を講じた設計とする方針に変更がないことを確認した。 

 

③ 手順等の方針 

申請者は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等において、耐

圧強化ベント系を用いた手順を廃止するとしている。 

 

規制委員会は、炉心が損傷していない場合に最終ヒートシンクへ熱を

輸送するための設備である耐圧強化ベント系は、原子炉格納容器フィル

タベント系が機能を喪失した場合の代替手段と位置付けられており、第

４８条等の要求事項は、原子炉格納容器フィルタベント系の手順等によ

り満足されていることから、耐圧強化ベント系を用いた手順を廃止して

も、第４８条等の適合性には影響しないことを確認した。 

また、規制委員会は、耐圧強化ベント系放射線モニタは耐圧強化ベン

ト系からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の変化によって検出

する設備であり、耐圧強化ベント系放射線モニタを廃止しても事故時の

計装に関する手順等に変更はないことから、第５８条等の適合性には影

響しないことを確認した。 

 

以上の確認から、規制委員会は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するた

めの手順等及び事故時の計装に関する手順等について、耐圧強化ベント

系及び耐圧強化ベント系放射線モニタを廃止しても第４８条等及び第５

８条等に適合する手順等を整備する方針に変更がないことを確認した。 

 

以上のとおり、規制委員会は、申請者が計画する最終ヒートシンクへ熱を

輸送するための設備及び手順等並びに事故時の計装に関する設備及びその手

順等が第４８条等及び第５８条等に従って適切に整備される方針に変更がな

いことから、これらの要求に適合するものと判断した。 

 

（２）第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

申請者は、本申請において、有効性評価（第３７条）において炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずる

ものに限る。）を防止するため重大事故等対処設備として位置付けた設備及び

手順等のうち、耐圧強化ベント系に係る設備及び手順等を廃止するとしてい

る。 
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規制委員会は、耐圧強化ベント系に係る設備及び手順等を廃止するもの

の、申請者が有効性評価（第３７条）において炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防

止するため重大事故等対処設備及び手順等として位置付けた設備及び手順等

を、第４８条等、第５８条等及び第４３条等に従って適切に整備する方針に

変更がないことを確認した。 

 

 

Ⅴ 審査結果 

東北電力株式会社が提出した本申請のうち耐圧強化ベント系の廃止に係る事項

を審査した結果、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係

る部分に限る。）、第３号及び第４号に適合しているものと認められる。 


